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新型コロナウイルス感染症に関する市からのお知らせ

新型コロナワクチン接種はお済みですか？
問▶保健センター
(☎〈７６〉１１３３）

　新型コロナワクチン接種の期限は現在のところ、９月３０日㈮となっています。まだ接種を受
けていない人は接種をご検討ください。�
　９月に接種可能となる人へ８月下旬に接種券を発送しています。対象となる人は特に接種期
限にご注意ください。
※�お知らせする内容は８月１６日時点の情報です。国が接種期限の延長を検討しており、今後、
内容に変更が生じる場合があります。最新情報は右記QRコードから市HPを確認してください。

市HPへ

※�平日午前８時３０分～
午後５時１５分受付。☎〈９１〉３５６７

接種券や接種会場等に関する問合せ
安城市新型コロナワクチン接種コールセンター

☎０５２〈９５４〉６２７２
※上記以外の時間帯は(☎０５２〈５２６〉５８８７）へ。

接種後の副反応等に関する問合せ
愛知県新型コロナウイルス感染症健康相談窓口

※平日午前９時～
午後５時３０分受付。

接種回数 接種時年齢・対象 使用ワクチン 接種場所

３回目
１２歳以上で２回目接種
から５カ月が経過して
いる人

１２～１７歳➡ファイザー社製
１８歳以上➡ファイザー社又はモ
デルナ社製 市内医療機関での個別接種

※詳細は下記QRコード参照。
1・２回目

１２歳以上 ファイザー社又はモデルナ社製
５～１１歳 小児用ファイザー社製

4回目接種について

●対象者　３回目接種を受けてから５カ月以上経過した以下の①～③に該当する人
①６０歳以上の人
②�１８歳以上６０歳未満で基礎疾患がある人又は新型コロナウイルス感染症にかかっ
た場合の重症化リスクが高いと医師が認める人（※1）
③１８歳以上６０歳未満の医療従事者等・高齢者施設等の従事者（※２）
（※1）市HP内の申請フォーム（右記QRコードⓑ参照）又は市コールセンター（下記参照）で申請が必要。
ただし、令和４年４月までに３回目接種を受けた人に限る。
（※２）市HP内の申請フォーム（右記QRコードⓐ参照）で申請が必要。
●接種場所　市内医療機関（下記参照）。その他の接種場所は、接種券に同封のリーフレットを参照
●その他　３回目接種を受けてから５カ月を経過しても接種券が届かない場合は市コールセンター
（下記参照）へ連絡してください

（詳細は下記QRコードⓐ参照）

３回目接種、1・2回目（小児含む）について

ⓐ４回目 ⓑ基礎疾
患申請

市内医療機関で実施する個別接種
実施医療機関及び使用ワクチン、予約方法等の詳細は、接種券に同封のリーフレット又は
右記QRコードから市HPを確認してください。
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南海トラフ地震発生時、市内の建物の多くが

全壊又は半壊
する恐れがあります。

木造住宅の無料耐震診断・耐震改修等の補助制度

補助名 補助内容

① 木造住宅無料耐震診断 住宅の耐震性を数値で判定し、 耐震改修の概算工事費を提示

② 木造住宅耐震改修費補助
（一般型）

①の判定値が0.7未満のものを1.0以上（判定値が0.7以上1.0未
満の場合は、0.3加算した数値以上）にする改修工事費の補助
補助額➡対象経費額（上限120万円）

●対象住宅
昭和56年5月31日以前に着工された２階建て以
下で在来軸組工法又は伝統工法の木造住宅（プ
レハブ、ツーバイフォー等の特殊工法を除く）
※補助金交付決定前に工事に着手している場合
は交付できません。

●申込み
12月28日㈬までに下表の①➡無料診断申請書、 ②➡補
助金交付申請書とその他必要書類を持って建築課へ
※①のみ、郵送かファクス（〒446－8501住所不要／FAX

〈77〉0010）での申込みも可。
※②の必要書類は同課に問い合わせるか、 市HPを参
照してください。

　築40年以上経過した木造住宅は旧耐震基準（※）で建てられており、地震時に大きな
被害が生じる恐れがあります。早めの対策を講じましょう。
　本市では旧耐震基準の木造住宅に対する無料耐震診断や、最大120万円の耐震改修
費補助制度を用意しています。ぜひご活用ください。

※昭和56年５月３1日以前に着工した建物。

topic２

耐震改修
工事例
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とができます

【出典：熊本災害デジタルアーカイブ／提供者：益城町】

問▶建築課（☎〈７１〉２２4１）

●木造住宅以外への補助制度について
非木造住宅の耐震診断費及び耐震改修費への
補助もあります。また、ブロック
塀等の撤去に係る補助金等もあり
ます。詳細はQRコード参照。

●多世代住宅補助金の申請をお忘れなく！
建築等費用の領収書の最後の日付から6カ月
が申請期限です。詳細は市HP等を参照。


